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介護予防・日常生活支援総合事業
説 明 会

平成29年2月22日（水）
平成31年１月１日改訂

野々市市健康福祉部介護⻑寿課
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本日の説明会にあたって…

①野々市市の総合事業の趣旨を共通理解し、
スムーズな移⾏が出来るように協⼒して⾏
いたい。

②事業所やケアマネジャーと情報交換を⾏
うことにより、サービス提供における課
題が⾒え、解決へ向けて検討をしていく。
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今後の介護保険を取り巻く状況
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介護⼈材の不⾜は避けられない︕

（資料）石川県介護・福祉人材確保・基本計画
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介護予防・日常生活支援総合事業の概要

趣 旨

市が中心となって地域の実情に応じて、
住⺠等の多様な主体が参画し、多様なサー
ビスを充実することにより、地域の支え合
い体制づくりを推進し、要支援者等に対す
る効果的かつ効率的な支援等を可能とする
ことを目指すもの。
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介護予防・日常生活支援総合事業の概要
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本日の内容

１ 総合事業の概要
２ 更新時の総合事業への移⾏
３ 指定の申請手続き
４ 介護予防ケアマネジメント
５ 対象者の⾒極めは
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１ 総合事業の概要
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介護予防・日常生活支援総合事業の構成
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介護予防・日常生活支援総合事業
〜訪問型サービス〜
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野々市市における訪問型サービスの構成

現在市の単独事業として実施しているひとり暮らし高齢者等生活支援事業
（要介護・要支援認定を受けていない虚弱な高齢者に対しホームヘルパーに
よる家事援助サービスを⾏う事業）は、「訪問型サービスＡ」を創設する
ことから、平成29年３月末日をもって廃⽌する予定です。

その他
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訪問型サービス類型
基準 現⾏の訪問介護相当 多様なサービス

サービス
種別 訪問介護 訪問型サービスＡ

（緩和した基準によるサービス）

サービス
内容

訪問介護員による身体介護及び生活援助
（家事援助）

生活援助（家事援助）
（例）
・調理、掃除等やその⼀部介助
・ゴミの分別やゴミ出し
・重い物の買い物代⾏や同⾏

対象者と
サービス
提供の考
え方

介護福祉士等の専門職により対応が必要と
認められるケース

※状態等を踏まえながら、多様なサービス
の利⽤を促進していくことが重要
※訪問型サービスＡと併⽤可
※⼀定期間後のモニタリングに基づき可能

な限り住⺠主体の支援に移⾏していくこ
とが重要

介護福祉士等の専門職以外の者（⼀定の研
修修了者等）により対応することができる
ケース
※専門職により対応することも可
※現⾏の訪問介護相当と併⽤可
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訪問型サービス類型
基準 現⾏の訪問介護相当 多様なサービス

サービス
種別 訪問介護 訪問型サービスＡ

（緩和した基準によるサービス）

管理者
常勤・専従１以上
※支障がない場合、他の職務、同⼀敷地

内の他事業所等の職務に従事可能

専従１以上
※支障がない場合、他の職務、同⼀敷地内

の他事業所等の職務に従事可能

訪問介護員等、
従事者

訪問介護員等
常勤換算2.5人以上
（資格要件）
介護福祉士又は介護職員初任者研修等
修了者

従事者
必要数
（資格要件）
介護福祉士、介護職員初任者研修等
修了者又は⼀定の研修受講者

サービス提供
責任者、訪問
事業責任者

サービス提供責任者
常勤の訪問介護員等のうち､利⽤者40人に1人以上
※ただし、⼀定の要件を満たせば利⽤者50人に
1人以上
※支障がない場合、他の職務、同⼀敷地内の指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所又は
指定夜間対応型訪問介護事業所に従事可能
（資格要件）
介護福祉士、実務者研修修了者又は３年以上
介護等の業務に従事した介護職員初任者研修
等修了者

訪問事業責任者
常勤専従１人以上

※支障がない場合、他の職務、同⼀敷地内の他事
業所等の職務に従事可能
（資格要件）
従事者に同じ
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訪問型サービス類型

基準 現⾏の訪問介護相当 多様なサービス
サービス

種別 訪問介護 訪問型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

設備
・事業の運営に必要な広さを有する専⽤

の区画
・必要な設備・備品

・事業の運営に必要な広さを有する区画
・必要な設備・備品

運営

・個別サービス計画の作成
・運営規程等の説明・同意
・提供拒否の禁⽌
・訪問介護員等の清潔の保持・健康状態

の管理
・秘密保持等・事故発生時の対応
・廃⽌・休⽌の届出と便宜の提供 等

（現在の介護予防訪問介護の基準と同
様）

・個別サービス計画の作成は任意。作成し
ない場合は、サービス内容及びスケ
ジュールがわかる書面（本人同意欄の設
定は任意）を交付すること（必要と認め
られる場合に限る）。

・従事者の清潔の保持・健康状態の管理
・従事者又は従事者であった者の秘密保持
・事故発生時の対応
・廃⽌・休⽌の届出と便宜の提供
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訪問型サービス類型
基準 現⾏の訪問介護相当 多様なサービス

サービス
種別 訪問介護 訪問型サービスＡ

（緩和した基準によるサービス）

単価

原則として、現在の介護予防訪問介護の
単価（包括報酬）と同額
・１月当たり単価
週１回程度 １月につき1,168単位
週２回程度 １月につき2,335単位
週２回超程度 １月につき3,704単位

（訪問型サービスＡと併⽤の場合）
・１回当たり単価
週１回程度 １回につき266単位
週２回程度 １回につき270単位
週２回超程度 １回につき285単位

※併⽤の場合、現⾏の訪問介護相当の包
括報酬の単価数が上限となる。

現在の介護予防訪問介護の単価の90％

・１月当たり単価
週１回程度 １月につき1,051単位
週２回程度 １月につき2,102単位
週２回超程度 １月につき3,334単位

（現⾏の訪問介護相当と併⽤の場合）
・１回当たり単価
週１回程度 １回につき239単位
週２回程度 １回につき243単位
週２回超程度 １回につき257単位

※併⽤の場合、現⾏の訪問介護相当の包括
報酬の単位数が上限となる。
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訪問型サービス類型

基準 現⾏の訪問介護相当 多様なサービス
サービス

種別 訪問介護 訪問型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

加算、減算

現在の介護予防訪問介護の加算・減算と
同じ

・初回加算 200単位
・集合住宅減算 所定単位数×90％

(注)処遇改善加算は算定しない。

利⽤者負担 １割（⼀定所得以上の利⽤者は２割又は３割）

事業の
実施方法 事業所指定

ケア
マネジメン

ト
ケアプラン作成、モニタリング実施

事業者への
支払方法 国保連経由で審査・支払
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介護予防・日常生活支援総合事業
〜通所型サービス〜
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野々市市における通所型サービスの構成

現⾏の「高齢者筋⼒向上トレーニング事業」

★いきがいセンター
⼀般介護予防事業「地域リハビリテーション活動支援事業」を活⽤し、生活
機能向上に向けた取り組みを実施していく

その他
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通所型サービス類型

基準 現⾏の通所介護相当 多様なサービス

サービス
種別 通所介護 通所型サービスＡ

（緩和した基準によるサービス）

サービス
内容

・入浴、排泄、食事等の介護その他の日常
生活上の支援を実施

・生活機能の向上のため機能訓練等を実施
・提供時間︓対象者のケアマネジメントに

基づき適切な提供時間を設定する

・入浴、排泄、食事等の介助（身体介護
等）を⾏わない

・対象者の日常生活、レクリエーション、
⾏事、集団体操等を通じて運動は⾏うも
のの、専門的な内容は実施しない

・提供時間︓対象者のケアマネジメントに
基づき適切な提供時間を設定する

・送迎を希望しない利⽤者がいた場合、安
全を確認したうえで⾏わなくてもよい

・利⽤は週２回まで
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通所型サービス類型

基準 現⾏の通所介護相当 多様なサービス

サービス
種別 通所介護 通所型サービスＡ

（緩和した基準によるサービス）

対象者と
サービス提
供の考え方

看護師又は介護福祉士等の専門職により対
応が必要と認められるケース

※状態等を踏まえながら、多様なサービス
の利⽤を促進していくことが重要
※⼀定期間後のモニタリングに基づき可能
な限り住⺠主体の支援に移⾏していくこと
が重要

看護師又は介護福祉士等の専門職以外の者
（⼀定の研修修了者等）により対応すること
ができるケース

・閉じこもり予防
・運動する場の提供
・入浴の場の提供
・集う場の提供
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通所型サービス類型

基準 現⾏の通所介護相当 多様なサービス
サービス

種別 通所介護 通所型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

管理者

常勤・専従１以上
※支障がない場合、他の職務、同⼀敷地

内の他事業所等の職務に従事可能

専従１以上
※支障がない場合、他の職務、同⼀敷地内

の他事業所等の職務に従事可能

介護福祉士等
従事者

・生活相談員 専従1人以上
・看護職員 専従1人以上
・介護職員 利⽤者15人まで専従1人以上

（15人超は5人毎に専従1人以上）
・機能訓練指導員 1人以上

・従事者
利⽤者〜15人 専従１人以上
15人超 利⽤者１人に専従0.1人以上

（資格要件）
同⼀事業所で通所介護又は通所型サービ
ス（現⾏の通所介護相当）と⼀体的に
運営していない場合は、
介護福祉士、介護職員初任者研修等
修了者又は⼀定の研修受講者
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通所型サービス類型
基準 現⾏の通所介護相当 多様なサービス

サービス
種別 通所介護 通所型サービスＡ

（緩和した基準によるサービス）

設備

○現⾏と同様、要支援者と要介護者を合
わせた数で介護給付の基準を満たす

・食堂・機能訓練室
（３㎡×利⽤定員以上）

・静養室・相談室・事務室・消火設備
その他の非常災害に必要な設備

・必要なその他の設備・備品

○現⾏と同様、要支援者と要介護者を合わせた
数で介護給付の基準を満たす

・サービスを提供するために必要な場所
（３㎡×利⽤定員以上）

・必要な設備・備品

運営

・個別サービス計画の作成
・運営規程等の説明・同意
・提供拒否の禁⽌
・従事者の清潔の保持・健康状態の管理
・秘密保持等
・事故発生時の対応
・廃⽌・休⽌の届出と便宜の提供等
（現⾏の基準と同様）

・必要に応じ個別サービス計画の作成は任意。
作成しない場合は、サービス内容及びスケ
ジュールがわかる書面（本人同意欄の設定は
任意）を交付すること（必要と認められる場
合に限る）。

・運営規程等の説明・同意
・従事者の清潔の保持・健康状態の管理
・従事者又は従事者であった者の秘密保持
・事故発生時の対応
・廃⽌・休⽌の届出と便宜の提供
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通所型サービス類型
基準 現⾏の通所介護相当 多様なサービス

サービス
種別 通所介護 通所型サービスＡ

（緩和した基準によるサービス）

単価

原則として、現在の介護予防通所介護の
単価（包括報酬）と同額

・要支援１
又は週１回程度利⽤の事業対象者

月1,647単位

・要支援２
又は週２回程度利⽤の事業対象者

月3,377単位

※事業対象者については、介護予防ケア
マネジメントに基づきどちらの単位と
なるか判断する

現在の介護予防通所介護の単価の90％

・要支援１
又は週１回程度利⽤の事業対象者

月1,482単位

・要支援２
又は週２回程度利⽤の事業対象者

月3,039単位

※利⽤時間による加算・減算はない
※事業対象者については、介護予防ケア

マネジメントに基づきどちらの単位と
なるか判断する
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通所型サービス類型
基準 現⾏の通所介護相当 多様なサービス

サービス
種別 通所介護 通所型サービスＡ

（緩和した基準によるサービス）

加算、減算

現在の介護予防通所介護の加算・減算と
同じ

・利⽤者の居住と同⼀建物に所在する事業
所利⽤者の減算

週１回︓月376単位
週２回︓月752単位

※運動器機能向上加算、生活⾏為向上グ
ループ加算、栄養改善加算、口腔機能向
上加算、選択的サービス複数実施加算、
サービス提供体制加算、処遇改善相当加
算、事業所加算は算定しない

利⽤者負担 １割（⼀定所得以上の利⽤者は２割又は３割）

事業の
実施方法 事業所指定

ケア
マネジメント ケアプラン作成、モニタリング実施

事業者への
支払方法 国保連経由で審査・支払
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２ 更新時の総合事業への移⾏
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総合事業への移⾏⽅法

サービス別 移⾏⽅法
訪問型サービス ①要支援認定の更新時に移⾏

②通所サービスを併⽤している場合は平成29
年4月から移⾏

③ひとり暮らし高齢者等生活支援事業利⽤者
は平成29年4月から移⾏

通所型サービス ①平成29年4月から⼀⻫移⾏
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３ 指定の申請手続き
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事業所指定について
野々市市の介護保険の被保険者に対し、訪問型サービス又は通所型サービスを提供

するためには、野々市市から指定を受ける必要があります。
また、他市町の被保険者に対しサービスを提供する場合は、当該他市町から指定を

受ける必要があります。
提供するサービス及び事業者等の区分により、指定の取扱いが異なります。

１ 現⾏の訪問介護相当・現⾏の通所介護相当のサービス
事業者の区分 申請手続 指定の有効期間

平成27年３月31日までに介護
予防訪問介護・介護予防通所
介護の指定を受けた事業者
（みなし事業者）

不要
(みなし指定)

平成30年３⽉31日まで

平成27年４月１日以後に介護
予防訪問介護・介護予防通所
介護の指定を受けた事業者

申請が必要 訪問介護又は通
所介護と⼀体的
に運営する事業
所

訪問介護又は通
所介護の有効期
間満了日まで

総合事業のみ実
施する事業所

６年間
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２ 訪問型サービスＡ・通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービス）
訪問型サービスＡ・通所型サービスＡのいずれも申請が必要です。
（みなし指定はありません。）

また、指定の有効期間は、次のとおりです。

事業所の区分 指定の有効期間

訪問介護又は通所介護と⼀体的に運営する
事業所

訪問介護又は通所介護の有効期間満了
日まで

総合事業のみ実施する事業所 ６年間
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４ 介護予防ケアマネジメント
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介護予防ケアマネジメント

○地区地域包括支援センターが⾏いますが、指定居宅介護支援事業所
に委託も可能です。

○介護予防ケアマネジメント費は、予防給付と総合事業をともに利⽤
する場合、予防給付より支払われます。

種類種類種類種類 要支援者要支援者要支援者要支援者

（給付のみ）（給付のみ）（給付のみ）（給付のみ）

要支援者要支援者要支援者要支援者

（給付＋事業）（給付＋事業）（給付＋事業）（給付＋事業）

要支援者要支援者要支援者要支援者

（事業のみ）（事業のみ）（事業のみ）（事業のみ）

事業対象者事業対象者事業対象者事業対象者

介護予防ケアマ
ネジメント

× × ○ ○

介護予防支援 ○ ○ × ×
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介護予防ケアマネジメントの類型
①ケアマネジメントＡ（原則的な介護予防ケアマネジメント）

・現⾏の訪問介護・通所介護相当サービス
・緩和した基準によるサービス（サービスＡ）

アセスメントアセスメントアセスメントアセスメント
→ケアプラン原案作成
→サービス担当者会議
→利用者への説明・同意
→ケアプランの確定・交付
→サービス利用開始
→モニタリング

②ケアマネジメントＢ（簡略化した介護予防ケアマネジメント）
・①又は③以外のケースで、指定事業所以外の

多様なサービスを利⽤する場合 アセスメントアセスメントアセスメントアセスメント
→ケアプラン原案作成（サービス担当者会議）
→利用者への説明・同意
→ケアプランの確定・交付
→サービス利用開始（モニタリング（適宜））

③ケアマネジメントＣ（初回のみの介護予防ケアマネジメント）
・ケアマネジメントの結果、補助や助成のサー

ビス利⽤や配食などのその他の生活支援サー
ビスの利⽤につなげる場合

アセスメントアセスメントアセスメントアセスメント
→ケアマネジメント結果案作成
→利用者への説明・同意
→利用するサービス提供者等への説明・送付
→サービス利用開始
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５対象者の⾒極めは‥‥‥‥
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現⾏相当サービスは
専門職の支援が必要な⽅︕

○訪問介護相当サービス
→ 訪問介護員（ホームヘルパー）に

よる身体介護又は家事援助

○通所介護相当サービス
→ 看護師や介護福祉士の専門職によ

る日常生活の支援や機能訓練
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専門的な支援が必要か悩む場合は‥‥‥‥

・入浴をデイサービスでしている場合
・運動器機能加算を算定している場合
・歩⾏が不安定で転倒の危険がある場合
・脳梗塞で片麻痺がある場合
・難病など疾患の場合
・認知症がある場合
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しっかりと説明することが⼤切︕

①利⽤者の課題・目標は何か
②何ためにサービスを利⽤するのか

本⼈・ケアマネジャー・サービス事業者の３
者が共有することが⼤切︕

⇒ 卒業が出来るかもしれません︕
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改善をどう評価していくのか‥‥‥‥

介護予防ケアプランで目標の達成を評価し
ていくとき、訪問介護や通所介護の現場で
はどう評価していくのか︖

⇒⇒⇒⇒現場のみなさんはどうしていますか︖
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これからは‥‥‥‥

総合事業は始まったばかり︕

高齢者本人・ケアマネジャー・サービス事
業者・地域住⺠など、みんなで多様なサー
ビスの構築の検討していきましょう︕


